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・・・・別紙のとおり　　　

（「利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要」を併せて掲示する）

介護職員初任者研修修了者 1 2

当事業所の従業者は、その業務上知り得た利用者及び家族の秘密については、正当な理由がない限り、決
して漏らしません。

当事業者は、従業者が当事業所の従業者でなくなった後においても、当事業者の責任において、当該従業
員が業務上知り得た利用者及びその家族の秘密の保持を行います。

当事業所では、サービス担当者会議等において利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用
者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ることとします。

介　護　福　祉　士 6

実務者研修修了者 1 1

通常の
事業の
実施地域

新潟市中央区

備 考

職　種
員　　　数

常勤 非常勤

介護予防訪
問介護相当
サービスの利

用料

法定代理受領分
新潟市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱に定めた基準額
の利用者負担分（別掲）

法定代理受領分以外
新潟市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱に定めた基準額
（別掲）

その他の
費用

－

日 曜 ・ 祝 日 －

訪問介護
の利用料

法定代理受領分 厚生労働大臣が定める告示上の基準額の利用者負担分（別掲）

法定代理受領分以外 厚生労働大臣が定める告示上の基準額（別掲）

休 休 の 休 日

営業時間

平 日 ９：００～１８：００

備 考
時間外・休日のサービス提供
は、利用者の希望に応じて365
日24時間対応する。

土 曜 日

休 ○ ○ ○ ○ ○

木 金 土 祝 その他年間 年末年始（１２月３１日～１月３日）

連絡先 電話番号 025-280-1565 Ｆ Ａ Ｘ 番 号 025-280-1665

営業日
日 月 火 水

1570112233

所在地

〒950-0962 フ リ ガ ナ オカザキ　ケンジ

新潟市中央区出来島1-6-3 管 理 者 岡﨑　憲二

掲示事項　訪問介護・介護予防訪問介護相当サービス

フリガナ デキジマケアプラザ サ ー ビ ス の 訪問介護・
介護予防訪問介護相当サービス

事業所名 出来島ケアプラザ
種 類

事業所番号

２０２５年3月1日作成

運営規程の概要

従業者の勤務体制

秘密の保持

苦情処理の体制



《訪問介護》

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

163

単位

244

387

567

82

特定事業所加算Ⅱ 上記基本利用料に１０％加算されます

同時に２人の訪問介護員等による
サービス提供

上記基本利用料の２倍の額になります。
（通院等のための乗車又は降車の介助は除きます）

100緊急時訪問介護加算

夜間・早朝、深夜加算
夜間、早朝の場合上記基本料金に２５％

深夜の場合５０％加算されます

（法定代理受領分） （法定代理受領分以外）
利用料単位加　　算

1,021 103 1,021

通院等のための乗車又は降車の介助 990 99 990

・加算

利用者負担金

1時間30分以上
30分増すごとに837円を加算
（利用者負担金は84円）

（引き続き「生活援助中心
型」を算定する場合）

所要時間が25分増すごとに663円を加算
（利用者負担金は67円）

※身体介護中心型の指定訪問介護の所要時間が20分以上の場合に限る。

生活援助中心型
（身体介護と生活援助が混在
する場合であって生活援助が

中心である場合を含む）

20分以上45分未満 1,827 183 1,827

45分以上

3,951 396 3,951

１時間以上1時間30分未満 5,789 579 5,789

身体介護中心型
（身体介護と生活援助が混
在する場合であって身体介
護中心である場合を含む）

20分未満 1,664 167 1,664

20分以上30分未満 2,491 250 2,491

30分以上1時間未満

あなたがサービスを利用した場合にお支払いいただく利用者負担金は、原則として次の基本利用料の1割の額で
す（一定以上の所得のある方は負担割合が２割又は3割になります）。

取扱要件 基本利用料
利用者負担金

（法定代理受領分） （法定代理受領分以外）

地域区分 ７級地 単価 10.21 円

2,246

179

220

97

2,246 225

利用料その他の費用の額



《介護予防訪問介護相当サービス》

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

正当な理由なく事業所において、前6月間に
提供した訪問介護サービスの提供総数のう
ち、事業所と同一敷地内に居住する者に提
供されたものの占める割合が90％以上であ
る場合

上記基本利用料の１2％が減算されます
（要介護の場合）

介護職員等処遇改善加算Ⅱ（※） 上記基本利用料と各種加算減算の合計に２２．４％加算されます

注　※印の加算は区分支給限度額の算定対象からは除外されます。

事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷
地内の建物若しくは事業所と同一建物の利
用者又はこれ以外の同一建物の利用者２０
人以上にサービスを行う場合

上記基本利用料の１０％が減算されます

事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷
地内の建物若しくは事業所と同一建物の利
用者５０人以上にサービスを行う場合

上記基本利用料の１５％が減算されます

200 2,042 205 2,042初回加算

・加算及び減算

利用者負担金

（法定代理受領分） （法定代理受領分以外）
利用料単位加　　算　・　減　　算

1,827 183 1,827

訪問型独自サービス23
生活援助が中心である場合
（所定時間45分以上） 2,246 225 2,246

38,052 3,806 38,052

訪問型独自サービス21

事業対象者・要支援1・2の方で
1週あたりの標準的な内容の
指定相当訪問型サービスであ
る場合

2,930 293 2,930

訪問型独自サービス11
週1回程度の利用が必要な場
合　月4回以上 12,006 1,201 12,006

訪問型独自サービス12
週2回程度の利用が必要な場
合　月8回以上 23,983 2,399 23,983

取扱要件 基本利用料
利用者負担金

（法定代理受領分） （法定代理受領分以外）

《訪問介護及び介護予防訪問介護相当サービス共通》

単位

1176

2349

3727

287

179

220

訪問型独自サービス13
週2回を超える利用が必要な場
合　月12回以上

訪問型独自サービス22
生活援助が中心である場合
（所定時間20分以上45分未
満）



○

○

○

1 2

②

評価機関名称

結果の開示 あり なし

　無し

当事業所では、利用者に対する指定訪問介護等の提供により事故が発生した場合には、速やかに利用者
の家族、市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

当事業所では、利用者に対する指定訪問介護等の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、速や
かに損害賠償を行います。

当事業所では、事故が発生した際には、その原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じます。

　サービスの提供中に容態の変化等があった場合は、運営規程に定められた緊急時の対応方法に基づき速や
かに主治医への連絡を行う等必要な措置を講じます。

第三者評価の実施状況
1 　有り

実施日　　　　　 令和　　　　年　　　月　　　日

事故発生時の対応

緊急時における対応方法

第三者評価実施の有無



 

利用者(入所者)からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

事業所(施設)の名称 訪問介護事業所 出来島ケアプラザ 

サービスの種類 訪問介護・介護予防訪問介護相当サービス 

 

措 置 の 概 要 

１ 利用者(入所者)からの相談又は苦情などに対応する常設の窓口 

 苦情処理の窓口を以下のとおり設置する。 

① 窓口設置場所 住  所：新潟市中央区出来島1丁目6番3号 

事業所名：訪問介護事業所 出来島ケアプラザ 

電話番号：０２５－２８０－１５６５(相談・苦情処理専用番号) 

② 窓口開設時間 午前９時００分から午後１８時００分 

③ 対応者職氏名 役職名：管理者 氏名：岡﨑 憲二 

２ 円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制及び手順 

（１）相談及び苦情の対応 

   相談又は苦情電話があった場合は、原則として管理者が対応する。 

管理者が対応できない場合は、他職員が対応し、その旨を管理者に速やかに報告する。 

（２）確認事項 

   相談対応者は以下の事項について確認を行う。 

① 相談又は苦情のあった利用者の氏名 

② 提供したサービスの種類、年月日及び時間 

③ サービス提供した職員の氏名(利用者が分かる場合) 

④ 具体的な苦情・相談内容 

⑤ その他参考となる事項 

（３）相談及び苦情処理回答期限の説明 

   相談及び苦情の相手に対し、対応した職員の氏名を名乗ると共に、相談・苦情内容に対する回答

期限を説明する。 

（４）相談及び苦情処理 

   概ね以下の手順により、相談・苦情について処理する。 

① 管理者を中心として相談・苦情処理のための会議を開催し、以下の内容を議論する。 

・サービスを提供した者からの概況説明 

・問題点の洗い出し、整理及び今後の改善についての検討 

・文書による回答案の検討 

② 文書により回答を作成し、利用者に対し管理者が事情説明を直接行った上で、文書を渡す。 

③ 利用者に渡した文書と同様の文書を居宅介護支援事業者にも渡し、苦情又は相談の状況につ

いて報告する。 

④ 市や国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って

必要な改善を行ったことを報告する。 

⑤ 事業実施マニュアルに改善点を追記し全職員に周知することで、再発の防止を図る。 

３ その他参考事項 

 サービスの提供にあたり、利用マニュアルにおいて接遇などを徹底する他、適宜研修を実施し、より

利用者の立場に立ったサービス提供を心がけるよう職員指導を行う。 

 苦情が出された場合は、誠意を持って対応するものとし、苦情まで至らないケースであっても、利用

者から相談・要望を受けた場合は、事例検討の検討材料として以後のサービスの向上に努めること

とする。 

 また、利用者に満足いただけるようなサービスを提供できるよう、職員の健康管理にも十分配慮す

る。 



 


	出来島ケアプラザ

